
東日本国際大学公的研究費の使用・管理に関する規程 

 

（目 的）   

第１条 この規程は、東日本国際大学（以下「本学」という。）における公的研究費の取扱

いに関し必要な事項を定めることにより、公的研究費の適正な使用・管理を図ることを目

的とする。    

 

（定義）  

第２条 この規程において公的研究費とは、文部科学省等の公的研究費配分機関が研究機

関等に配分する競争的研究費を中心とした公募型の研究資金をいう。  

 

（最高管理責任者）   

第３条  本学に、本学全体を統括し公的研究費の運営・管理について最終的な責任を負う最

高管理責任者を置く。 

２ 最高管理責任者は、学長をもってこれに当てる。  

３ 最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針を策定・周知するとともに、これを実施す

るために必要な環境・体制の構築を図るものとする。 

４ 最高管理責任者は、不正防止対策の基本方針や具体的な不正防止対策の策定に当たって

は、理事会等において役員等と審議を行い、実施状況や効果等についての議論を行うもの

とする。 

５ 最高管理責任者は、不正防止に向けた様々な啓発活動を定期的に実施し、構成員の意識

の向上と浸透を図るものとする。 

  

（統括管理責任者）  

第４条 本学に、最高責任者を補佐し公的研究費の運営・管理について本学全体を統括する

実質的な責任と権限を有する統括管理責任者を置く。 

２ 統括管理責任者は、副学長及び法人事務局長をもってこれに当てる。  

３  統括管理責任者は、最高管理責任者の下、公的研究費の適正な運営・管理（削除）不正

防止対策の基本方針に基づく具体的な対策の策定・実施及びコンプライアンス教育並び

に啓発活動等の具体的な計画を策定・実施する。 

 

（コンプライアンス推進責任者）  

第５条 学部，研究所等の長、学長補佐及び公的研究費に係る事務部局の長は，所属する研

究者等における公的研究費の使用及び管理について実質的な責任と権限を持つコンプラ

イアンス推進責任者となる。 

２ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者の指示の下、次の業務を所掌する。   

(1) 第 4 条第 3 項に規定する対策の実施、実施状況の確認及び実施状況の統括管理責任

者への報告。   

(2) 公的研究費の運営・管理に関わる全ての構成員(以下「構成員」という)に対するコン



プライアンス教育の実施及び受講状況の管理・監督。  

(3) 自己の管理監督又は指導する部局等においての定期的な啓発活動。 

(4) 構成員が適切に公的研究費の管理・執行を行っているか等のモニタリング及び必要に

応じて行う改善・指導。 

 

（監事） 

第６条 本法人の監事は、不正防止に関する内部統制の整備・運用状況について機関全体の

観点から確認し、理事会等において定期的に報告を行うものとする。 

２ 監事は、統括管理責任者又はコンプライアンス推進責任者が実施するモニタリングや内

部監査によって明らかになった不正発生要因の不正防止計画への反映及び不正防止計画

の適切な実施を確認し、理事会等において定期的に報告を行うものとする。 

３ 監事が第６条第１項及び第２項を適切に実施できるよう、内部監査部門、不正防止計画

推進本部及びその他関連部署は、監事と連携し、適切な情報提供等を行うものとす る。 

  

（コンプライアンス教育・啓発活動の実施）  

第７条 最高管理責任者は、構成員の意識向上を図るため、行動規範を策定する。 

２ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者が策定する策定 

する実施計画に基づき、公的研究費等の運営及び管理に関わる全ての構成員を対象とし

たコンプライアンス教育を実施する。  

３ 公的研究費を申請、使用及び管理に関わる教職員等は、コンプライアンス教育の研修会

等に参加し、次の事項を含む誓約書を，最高管理責任者に提出しなければならない。  

（1）本学の規則等を遵守すること。  

（2）不正を行わないこと。  

(3）規則等に違反して，不正を行った場合は，本学や公的研究費の配分機関による処分及

び法的な責任を負担すること。 

４ コンプライアンス推進責任者は、構成員に対し公的研究費の使用ルール等に関する理

解度の調査を実施し、その結果について問題があると認める場合は、必要な措置を講ずる

ものとする。  

５ コンプライアンス推進責任者は、統括管理責任者が策定する実施計画に基づき、公的研

究費等の運営及び管理に関わる全ての構成員に対して、不正根絶に向けた継続的な啓発

活動を四半期に一度を目途に実施しなければならない。 

 

（各責任者の管理責任）  

第８条 第 3 条から第 5 条の各責任者は、それぞれの役割に管理監督の責任が十分に果

たされず、結果的に不正を招いた場合は、学校法人昌平黌就業規則により懲戒を受けるも

のとする。  

 

（事務処理相談窓口）  

第９条 公的研究費の適正な研究遂行を支援するため、事務処理手続き及び使用に関する



ルール等について，学内外からの相談を受け付ける窓口は財務部経理課とする。  

２  相談窓口の責任者は，財務部長をもって充てる。 

  

（不正防止計画推進本部）  

第１０条 本学全体の観点から不正を発生させる要因に対応する不正防止計画を策定・推

進する部署として，不正防止計画推進本部(以下「推進本部」という。)を置く。  

２  推進本部の責任者は，統括管理責任者をもって充てる。  

３ 推進本部は、統括管理責任者のほか、次の掲げる者を持って組織する。 

 (1) 学部長 

(2) 学長補佐 

(3) 大学事務局長 

(4) 総務部長 

(5) 財務部長 

(6) 事務職員若干名(法人事務局長が推薦する。)  

４ 推進本部は監事との連携を強化し、必要な情報の提供及び不正防止計画の策定・実施・

見直しについて意見交換を行う機会を設ける。 

５ 推進本部は内部監査室と連携し、不正発生要因・機関全体の状況を体系的に整理し評価

を行う。 

６ 推進本部は最高管理責任者が策定した基本方針に基づき、機関全体の具体的な対策のう

ち最上位のものとして、不正防止計画を策定する。 

７ 不正防止計画の策定に当たっては、優先的に取り組むべき事項を中心に明確なものする

こととし、不正を発生させる要因に対応する対策を反映させ、実効性のある内容で実施す

る。 

８ 不正防止計画は、モニタリングの結果及びリスクが顕在化した事例等を活用し、定期的

な点検及び必要な改正を行う。 

９ 各部局は，推進本部と協力しつつ，主体的に不正防止計画を実施する  

 

（不正等の相談、通報窓口）   

第１１条 公的研究費の使用及び管理に関する不正行為についての相談・通報は，高等教育

研究開発センターの相談・通報窓口が受け付ける。 

２ 相談・通報窓口担当者は、告発等を受け付けた場合、高等教育研究開発センター長を通

じて速やかに最高管理責任者に報告する。  

３ 最高管理責任者は、前項の告発等があった場合は、告発等の受付から３０日以内に調査

の要否を判断し、調査が必要と決定した時は競争的資金等を配分する機関（以下、「配分

機関」という。）及び関係省庁に報告する。 

 

（調査委員会の設置）  

第１２条 最高管理責任者は、前条の告発等について調査を必要と判断した場合は、本学に

所属しない第三者を含む調査委員会を設置し、不正の有無及びその内容、関与した者及び



関与の程度、不正使用の相当額等について調査し、認定する。  

２ 調査委員会は、前項の調査の実施に際し、調査方針、調査対象及び方法等について、配

分機関及び関係省庁に報告し、協議しなければならない。  

３ 最高管理責任者は、原則として、告発等の受付から２１０日以内に、調査結果、不正発

生要因、不正に関与した者が関わる他の競争的資金における管理・監査体制の状況、再発

防止計画等を含む最終報告書を作成し、配分機関、関係省庁に報告しなければならない。

また、必要に応じて中間報告を行うものとする。 

  

（調査結果の公表）  

第１３条 最高管理責任者は、前条の定めによる調査の結果不正を認定した場合は、不正に

関与した者の氏名、所属、不正の内容等必要な事項について速やかに調査結果を公表する

とともに私的流用など悪質性が高い場合には、刑事告発や民事訴訟など法的な手続きを

とるものとする。 

  

（処分）  

第１４条 不正使用が認定された研究者等の処分は、学校法人昌平黌（以下「昌平黌」と  

いう。）就業規則に則り行う。  

  ただし、相当な理由なしに、単に相談や告発がなされたことのみをもって、被告発者の

研究活動を部分的又は全面的に禁止はおこなわないとともに、被告発者に対して、雇用、

降格，減給その他不利益な取扱いは行なわないこととする。 

２ 最高管理責任者は、必要に応じて告発を受けた研究者等の公的研究費の使用停止を命ず

るものとする。 

   

（経理事務）  

第１５条 本学は，公的研究費の使用・管理等の事務処理及び決裁手続きを厳密に定め，す

べての教職員及び謝金・旅費等の支給を受ける学生等に周知して，明確かつ統一的な運用

を行うものとする。 

２ 公的研究費に係る経理事務は、昌平黌の経理規程その他関係規程の定めるところに準

じて行うものとする。  

 

（経理事務の委任）  

第１６条 最高管理責任者は、公的研究費に係る経理事務を法人事務局長に委任するもの

とする。   

２ 法人事務局長は、公的研究費の出納及び保管事務を財務部長に行わせるものとする。 

  

（公的研究費の受入）  

第１７条 公的研究費の受入れ・保管・管理は、金融機関に開設する口座で行わなければ  

ならない。   

２ 法人事務局長は、前項の公的研究費を受け入れたときは、その旨を研究代表者（１人で



研究を行う研究者を含む。以下同じ）に通知しなければならない。   

３ 預金により生じた利息は、当該研究に必要な経費に充てなければならない。   

４ 間接経費の受入れに関し必要な事項は、別に定める。 

 

（収支簿）  

第１８条  財務部長は、公的研究費の出納及び保管に当たっては、研究課題ごとに収支簿

を備えておかなければならない。  

 

 （設備備品等の寄付）   

第１９条  研究代表者及び研究分担者は、公的研究費により設備備品、図書を購入したと

きは、ただちに本学に寄付しなければならない。  

 

（書類の保管）   

第２０条  財務部長は、公的研究費の収支に関する証拠書類を、その研究種目及び研究課

題ごとに分類整理の上、公的研究費の交付を受けた年度終了後５年間保管しなければな

らない。 

 

(予算管理)  

第２１条 法人事務局長は、公的研究費の執行状況を随時確認し、予算執行が計画に比べて

著しく遅れている場合は、研究者等に対して、当該理由を確認のうえ、必要な改善を求め

るものとする。   

２ 研究者等は、予算の執行状況を遅滞なく把握できるよう、発注段階において支出財源を

特定するものとする。 

 

(発注、検収)  

第２２条  次の各号に掲げる事務は事務局においてこれを行う。ただし、物品の発注で１件

又１組の発注金額が３万円未満の場合は、研究者等自らが発注することができる。この場

合は、研究者等に発注先選択の公平性、発注金額の適正性の説明責任、弁償責任等の会計

上の責任も帰属する。  

(1) 物品等の発注  

(2) 物品等の検収 

(3) 非常勤雇用者の勤務状況確認等の雇用管理  

(4) 研究出張後の旅行の事実を証明する書類等の確認  

２ 前項のほか適正な執行を確保する観点から、事務局において随時に点検、確認を行うも

のとする。   

   

（取引業者への対応）  

第２３条  不正な取引に関与した業者については、取引停止等の措置を講ずる。  

２ 本学における公的研究費に係る取引業者は、取引の内容、取引実績等により本学が求め



た場合は、次の事項を含む誓約書を本学に提出しなければならない。  

（1） 本学の規則等を遵守し，不正に関与しないこと。  

（2） 内部監査、その他調査等において，取引帳簿の閲覧，提出等の要請に協力すること。  

（3） 不正が認められた場合は，取引停止を含むいかなる処分を講じられても異議がない

こと。  

（4）構成員から不正な行為の依頼等があった場合には，通報すること。 

  

（研究成果発表の報告） 

第２４条 研究者等は、公的研究費の成果について、新聞、書籍、雑誌等において発表を行

った場合、又は特許を取得した場合には、その都度、配分機関が定める報告書により、配

分機関に報告するものとする。 

２ 報告書は、広く社会に公開するとともに、研究データ等は原則として 10 年間保存する

こととする。 

 

（内部監査）   

第２５条 公的研究費の適正な使用を確保するため， 別に定める「東日本国際大学、いわ

き短期大学公的研究費についての内部監査規程」に基づき内部監査を実施する。 

  

  （規程の改廃）  

第２６条 この規程の改廃は，理事会の議を経て，理事長が行う。  

 

附   則  

この規程は、平成 27 年 3 月 1 日より施行する。 

この規程は、平成 28 年 3 月 1 日より施行する。 

この規程は、平成 29 年 4 月 1 日より施行する。 

この規程は、令和 3 年 5 月 20 日より施行する。 

 

 

 

 

 


